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視点

能力主義のルールづくり

No.138 2000年４月

職業能力を考えるときには、（1）能力開発、（2）能力発揮、（3）能力評

価、（4）能力に応じた処遇の4つの点についてみる必要がある。先号の本欄

では、能力開発には労働者の責任ばかりでなく、企業の雇用努力が重要であ

ることを取り上げたので、今回は能力発揮、能力評価とそれに応じた処遇に

ついてみよう。

労働者が持てる能力を存分に発揮できることは、働きがいの観点から重要で

ある。能力主義的な評価・処遇制度が採られた場合には、能力発揮は処遇に

直接影響するという面からも重要なこととなる。半年や1年といった短期で能

力や業績が評価される制度の下では、幅広い仕事の経験が労働者の長期的

キャリア形成に有益であったとしても、専門的能力を育成し発揮するのに有

利な狭いキャリアが希望されるだろう。また、長期安定的に業績を上げる部

署と一時的に大きな業績を上げうる部署があった場合、数年で異動すること

が予定される労働者にとって後者に就くことが有利となる。したがって、こ

うした場合には異動のルートや期間を調整する公正なルールづくりが必要と

なる。

一方、能力発揮の機会が必ずしも十分提供されてこなかった女性労働者や、

厳しい学卒就職状況の下でやりがいのある仕事へのステップアップが難しい

若年労働者の定着促進といった観点からは、能力主義的な処遇への移行が歓

迎されると思われる。
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ここで、「年功的」処遇との対比でいわれる「能力主義的」処遇の本質は何

かを問い直してみたい。これまでの日本の多くの企業においても、仕事の能

力を踏まえた処遇が行われてきたことは疑いがない。たとえば、賃金の構成

をみても完全な属人給を採用する企業は少なく、既に1970年代には職能給の

導入が進んでいた。ただし、職能資格制度の運用においてコストのかかる厳

格な評価を行うよりも、勤続が伸びれば能力も高まるとみなすことが広く行

われてきたと考えられ、そのため年齢内賃金格差は小さかった。短期に厳格

な能力評価をあえて行わなくても、長期雇用の下では労働者の能力評価を数

年、十数年といった時間をかけて行うことが可能であったため、日本の企業

ではなかなか昇進格差をつけない「遅い選抜」を採用することで能力評価の

正確さを確保できたのである。この結果、たとえば生涯賃金でみたときに日

本の賃金は昇進格差を反映した能力主義的賃金になっていたはずである。

「遅い選抜」は労働者を長期にわたり厳しい競争関係に置くことで能力発揮

のインセンティブも高めることができたと考えられる。ある面、こうした長

期選抜はアメリカ型の短期評価・短期選抜以上に厳しい競争システムである

との評価もある。

別の面からみると、これまでの日本的賃金は、会社全体の業績に賃上げや賞

与が連動する「広い範囲での業績主義賃金」とみることができる。これに対

して最近のいわゆる能力主義的賃金は事業部、支店や究極的には労働者個々

人の業績を元に賃金を変動させる「狭い範囲での業績主義賃金」である。つ

まり、最近の能力主義化とは、能力評価を時間的にも空間的にも狭い範囲で

行うシステムと理解できる。

能力主義の導入に当たっては、制度の透明性、納得性が重要と言われるが、

上記のようにこれまでの日本型処遇も十分能力主義的であったとの理解に立

てば、従前から制度の透明性、納得性がやはり重要であったはずである。た

だし、それは業績評価も昇進システムも「広い範囲」で運用されたから、納

得する主体は個々の労働者でなく代表的には労働組合であり、透明性を求め
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る場が労使交渉であったわけだ。

さて、「狭い範囲」での能力評価を導入するに当たって決定的に重要なのが

その「範囲」の設定である。なぜなら、労働者が合理的に行動すれば「範

囲」の外と情報を共有しようとか、「範囲」の外に対して能力開発を施そう

という動機づけは失われるからである。例えば、業績評価が支店単位の相対

評価で行われる場合に、Ａ支店で開発されたノウハウを競争関係にあるＢ支

店に伝えることは不合理である。賃金が全社の業績に強く連動する場合に比

べれば、各支店は競争してより熱心に仕事をするかもしれないが、支店間の

連携は犠牲にされる。個人間についても同様であり、例えば同学歴・同職種

の労働者間に最大３年の「逆転人事」を導入した場合、後輩の教育すなわち

技能の伝承は4年以上後輩についてのみ行うことが合理的となる。さもないと

自分の昇進が後回しになりかねないからである。逆に「範囲」の中では組織

としての生産性を高めるために、積極的な情報共有、人材育成が行われるだ

ろう。この意味で、完全な年功的処遇は、実は技能伝承に最も適した制度で

あったことになる。

能力評価における範囲の決定は、競争促進と情報共有のトレードオフ関係の

どこに最適点をみつけるかという問題に答えることである。これは、基本的

に経営権に属することがらだろうが、その合理性について労働者が納得性を

求めることは必要であろうし、社内の風通しの悪さが労働者の不満に繋がる

場合には、より広い範囲で情報を共有し、仕事を教えあうことを能力評価の

項目に含めるよう求めていくことが労働組合の役割である。もちろん、評価

項目、評価者や評価手順を明らかにさせたり、評価に対する異議申し立て制

度や、評価者訓練の充実を求め、ルール化していくことが労働組合の役割と

していっそう重要になることはいうまでもない。

最後に、能力に応じた処遇すなわちどれだけ評価に差があればどれだけ報酬
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に格差をつけるのが妥当かという問題がある。2倍の成果を挙げた部署なり個

人が、短期的に2倍の賃金を受ける歩合給的な制度は一つの公正さのモデルだ

ろう。しかし、短期雇用の場合には2倍の成果に3倍の報酬が合理的かもしれ

ない。逆に、長期雇用を前提とすれば、能力給部分は限定的で2倍の成果に対

し5割増しなどの差に抑え、成果が上がらなかったときにも収入が大きく減少

しないシステムが望ましいと思われる。いかなる差の付け方がよいのかにつ

いては、納得が得られるまで労使で大いに議論すべきことがらである。

能力評価に基づいて決められる部分が拡大すると、所属する部署や個々人の

業績が思うように上がらない時期には、労働条件が引き下げられる場合もあ

りえよう。ただし、それはルールに基づいて変更される必要があり、同じく

ルールに基づいて再び労働条件が回復、向上できるようになっていなくては

ならない。今後、個別労使関係の重要性が増すとしても、労働組合に期待さ

れる役割はむしろ大きくなろう。個別労働者の労働条件につき、経営側に恣

意的に変更される部分を可能な限り小さくするよう、公正なルールを整備し

ていくことができるかどうか、まさに労働組合の真価が問われているといえ

よう。

ＨＰ ＤＩＯ目次に戻る ＤＩＯバックナンバー
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寄 稿

いまだ進路明らかならず

自動車総連会長 草 野 忠 義

以前からかも知れないが、とくに、昨今のマスコミの論調には大きな危惧を持たざるを得ない。中に

は、エコノミストや学者の間にも、その傾向が見受けられる。それは、日本の経済構造の改革の必要性

を訴えるのに、「市場経済万能主義」一点張りの主張になっているということである。軸が振れすぎる

というか、あまりにも皮相の見と言わざるを得ない。わが国の経済や産業構造改革の必要性は言うまで

もないと考えるが、それが市場経済万能主義で達し得るものかどうか疑問を禁じ得ない。市場のメカニ

ズムを否定するつもりもないし、むしろその効用は肯定する立場であるが、大事な点が明らかに抜け落

ちている。それは、経済や産業・企業は何のために存在するのかということと、自然界ではなく人間界

のことであるということである。言うまでもなく、経済や産業・企業は、それ自体のために在るのでは

なく、人間の進歩と幸せのために存在する意義があるのであり、その行動とメカニズムは人間の知恵で

一定のコントロールをしていかなければならないと考える。つまり、ルールを明確にしていく必要があ

る。

私は、グローバル経済、メガコンペティションが盛んに言われるようになった時、すなわち95年の自ら

の大会の挨拶の中で「アメリカ型でもない、そして欧州型でもない、第三の道、つまり新しい日本型の

社会をつくり上げていかなければならないと思う」と訴えた。その後、いろんな所で第三の道が言われ

るようになった。一時期、市場万能主義やマネーゲームの行き過ぎを警戒する声が出て来た。あの

ジョージ・ソロス氏さえも「今や市場原理主義こそが、全体主義よりも大きな脅威となっている」と発

言したことがある。しかし、残念ながら、第三の道の姿はいまだ明らかになっていないし、むしろ冒頭

に述べたように、市場原理主義一辺倒の論調になっているような気がする。極めて危険な潮流が生み出
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されているのではないだろうか。

これに対して、「これからの世界経済に課せられた課題の一つは『市場の力』が暴力に化さないよう、

市場を制御する術の模索であろう。それなくしては、資本主義は未曾有の危機に陥るであろう。（京都

大学・佐和隆光教授）」や「どこまでを市場に任せ、公共部門の役割をどこまでとするか。その黄金の

比率はどこにあるのかを探ることが2000年以降の世界経済の課題。（ＭＩＴ名誉教授・ポール・サミュ

エルソン博士）」との指摘があり、さらに「生活安定や安定的な経済発展を重視すべきで、自由放任の

『野蛮なグローバル資本主義』ではいけない。（ロンドン大学政治経済学院・アンソニー・ギデンズ学

長）」との主張もある。これらの主張に同じ思いを致し、感動を覚えるものである。日本での論調に、

もっとこれらの主張が増幅されるよう強く望むところである。

ところで、一国の進路を明確にし、それを切り拓いていく第一の責任が政治にあることは言うまでもな

い。しかし、わが国においては、いまだその道筋が明らかになっておらず、事後対処的な対症療法しか

とられていない。仮に、景気回復があったとしても、それはたまたま運が良かったからで、すぐにも後

退局面を迎えるかも知れない。何としても、国のあるべき姿を明確にして、それに向かう道筋（政策）

を確かなものにしていかなければならないと思う。それがどうしても見えて来ない。これでは政治の責

任を果たしているとは言えないのではないだろうか。その背景には、政治に緊張感と危機意識が欠けて

いることが挙げられる。ほんの一時期を除いて政権交代がなかったことが最大の原因であろう。既得権

益を擁護していれば、政権の座からすべり落ちる危険性は殆どなかったと言える。このような状況で

は、進歩もないし、変革もない。やはり、政権交代可能な政治状況をつくり出していくことが不可欠だ

と考える。緊張感のないところには、知恵も勇気も湧いてこないだろう。本来、政治とは、公正と効率

の間で、ゆれ動いていくものではないだろうか。誤解を恐れずに言えば、保守と革新と言っても良いか

も知れない。効率が過ぎれば、不平等、不公正すなわち格差が拡大し、公平を求める動きが必ず出て来

る。公平が過ぎると、活力がなくなり、効率を求める動きがうごめき出す。言わば振り子が右に振れ過

ぎると左に戻る動きが始まるのと似たような傾向があるのではないか。そこに政権交代という現実の流

れが起き、調整が図られる。わが国において、政権交代がなかったことは不幸である。百歩譲って、右

肩上がりの成長過程においては、矛盾が成長の陰にかくされていた面があったこともあろうが、これか

らはそうは行かない。明確な政策論争を通じて、国民の選択に委ね、その時々で最も適切な政策を持つ

政治勢力に政権を任せないと国の進路を誤ってしまい、国民を不幸にしてしまいかねない。政治家の

方々に一層の奮起を求めるとともに、労働運動としても現実的な政策の提起とその実現に向けた努力が
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必要である。労働運動は理想を追い求めるものであると認識している。従って、常に夢とロマンを持っ

ていなければならないが、一方で現実をしっかり見据えることも忘れてはならない。一見、矛盾してい

るようであるが、この両方のバランスを取りながら運動を進めて行かなければ、組合員はもとより、広

く国民の同意と支持は受けられないだろう。その事を心していくことを改めて認識しているところであ

る。

最後に、2000年の春の総合改善の取り組みも終盤を迎えた。結果については、ご案内の通りである。そ

の評価はこの場ではふれないこととするが、今次取り組みの最大の課題が、景気回復への道筋をつける

ことにあったことは言うまでもない。政治の役割・責任は言うに及ばないが、今度は経営者の出番であ

る。経営者の皆さんにボールは投げ返された。そのことを自覚して、経営者としての責任をしっかりと

果たしてもらいたい。

ＨＰ ＤＩＯ目次に戻る ＤＩＯバックナンバー
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研究委員会報告

職業能力は主に今いる職場で形成される

転職は若年期に多く、1～2回の転職経験は現在の職場での働く満足度を高める

「勤労者のキャリア形成の実態と意識調査」結果の概要

日本型雇用システム研究委員会（主査：猪木武徳大阪大学教授）では1999年6～8月にかけて、日本の雇

用システムの下での人材育成・活用の実態と問題点を明らかにすることを目的に「勤労者のキャリア形

成の実態と意識に関する調査」を実施した。その概要は以下のとおり。

なお、本委員会では今後さらに研究を進め、2000年秋を目途に報告書をとりまとめる予定である。

骨 子

○ 多くの企業で人材育成が必要な部門を持ちながら、実際の育成状況は必ずしも満足なものではない。

これに中途採用で対応しようとする中小企業も多いが、中核を担う人材についての「はえぬき」重視は

大きく変わらない。

○ 中小規模ほど昇進時期にはばらつきがみられる。男性のキャリアパターンをみると、 大規模ほど「1

つの部門で働いてきたが、その中で幅広く仕事を経験してきた」や「いくつかの部門を経験したが、仕

事上関連の深い仕事・業務を経験してきた」が多くなる。

○ 「以前の会社での実務経験」が仕事をしていく上で役立っているとする者の割合は、「現在の会社で

の部門間異動」が役立っているとする割合より低いばかりでなく、「自己啓発・自己学習」や「学校教

育」よりも低い。転職者が仕事に役立つ資格を取得した時期は、男性では「現在の会社に入ってか

ら」、女性では「学生の時」が多く、「仕事を離れていたとき」は少数である。

○ 転職経験者の転職回数は1～2回が多く、若年者では適職探しの理由が多い。企業は中途採用に当たっ

て「前職までのキャリア」を重視しているが、転職者の側では、「これまでの実務経験」よりも「紹介
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者のおかげ」や「人柄・やる気」などが評価されたとの意識が強い。

○ 1、2回の転職によって労働者の満足度は高まることが多い。転職入職時に「資格や専門知識」が評価

されたと感じる者では、「人柄・やる気」を評価されたと感じる者より満足度は低い。

調査の概要

調査時期 1999年6～8月

調査対象

①企業調査：連合加盟組合のある企業および日本経済新聞社「会社総覧」「日経ベンチャービジネス年

鑑」等から無作為に抽出した企業約5,500社。回答数は1,659社（回収率29.6％）。

②個人調査：上記調査組合員および企業の従業員併せて約19,000人。回答数6,573人（回収率34.1％）

結果の概要

１ 技能育成が必要な部門と対応

企業内部での人材育成が特に必要と思われる部門がある企業は64.4％で、大規模ほどそうした部門を抱

える傾向がある。

人材育成の実施状況をみると、十分に行われている企業は23.4％、十分には行われていない企業が68.1％

と多くの企業で人材育成が不十分と考えている。人材育成が十分でない状況に中途採用で対応する企業

が34.3％、人員を多く配置する企業は3.7％、その他（能力開発方法をより効果のあがるものに拡充す

る、学卒採用を増やして育成するなど）の対応が15.0％であるが、「特に対応策は取っていない」企業

も37.6％ある。傾向として、小規模企業ほど中途採用での対応が多く、大規模ほど増員やその他の方法

での対応が多い。

社内教育については、「特に行っていない」企業が10.4％であり、9割の企業が実施している。その方法

は「主にOJTによって行っている」が53.5％（複数回答）と最も多く、次いで「OJTとOff-JTの組み合わ

せ」44.3％となっており、OJTが社内教育の中心である。
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過去５年間に正社員の中途採用を実施した企業割合は87.6％である。中途採用を行った理由（複数回

答）としては、「退職者の補充」（61.9％）を挙げる企業が多く、次いで「必要な技能を持つ社員がい

なかった」（47.9％）、「社内の活性化のため外部の人材を導入」（25.8％）となっている。また、「社

内教育の費用を節約する」を挙げる企業は 4.5％と少ないが、小規模ほど高い割合となっており、小零細

企業では社員教育の不足を中途採用が補う面がうかがわれる。

中途採用時に最も重要視する事項をみると、「前職までのキャリア」（41.3％）と「面接等の印象」

（16.3％）以下との差は大きく、「前職までのキャリア」が採否の決定的な事項といえる。

将来中核となる従業員の確保方法については、「生え抜き社員を中心にして行う」が23.3％、「生え抜

き社員と中途採用の両者」が57.5％、「中途採用等外部能力を積極的に採用」が 8.9％、「アウトソーシ

ング等外部機関を活用」が 1.4％であり、生え抜き社員と中途採用の両者を活用する企業が多いが、「生

え抜き中心」と「両者」を合わせて考えれば、生え抜き社員を活用する企業が8割にのぼるともいえる

（図表1-4 略）。

２ キャリア形成の実態

職長・主任クラスへの昇進した平均年齢は34.1歳、係長クラスへの平均昇進年齢は36.1歳である。昇進年

齢の散らばりを企業規模別にみると、職長・主任クラスについても、係長クラスについても、早く昇進

した者の昇進年齢や標準的な昇進年齢には企業規模による違いはほとんどないが、企業規模が小さくな

るほど年齢が高くなってからも昇進する者が多い（図表2-13 略）。役職者の割合は大規模ほど高いこと

から、大企業では多くの者が年齢にあまり大きな差をつけずに昇進していることがわかる。年齢学歴が

ほぼ同じ者同士の能力や実績にはっきりとした差がついてくると思われる年齢についても、小規模ほど

若い傾向がある。

入社後の経験部門数をみると、1つの部門で働いてきた者が68.2％を占める、2つの部門までの者で

91.0％に上る。男性についてみると「1つの部門で働いてきたが、その中で幅広く仕事を経験してきた」

者が最も多く、以下「1つの部門のなかで1つの仕事・業務をずっとやってきた」、「いくつかの部門を

経験したが、仕事上関連の深い仕事・業務を経験してきた」、「いくつかの部門を経験し、様々な仕

事・業務を経験してきた」の順に多い。規模別にみると、小規模ほど「1つの部門で一つの仕事」と「複

数の部門で様々な仕事」の割合が高く、大規模ほど「1つの部門で働いてきたが、その中で幅広く仕事を

経験してきた」と「いくつかの部門を経験したが、仕事上関連の深い仕事・業務を経験してきた」の割
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